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平成 14 年 3 月期（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日） 
パイオニア株式会社 第 2四半期および上半期業績についてのご通知 

 

 

 

１．連結業績概要１．連結業績概要１．連結業績概要１．連結業績概要    
（金額単位 百万円） 

第 ２ 四 半 期 上 半 期 

項 目 当 期 
(平成13年7月 
～平成13年9月) 

前 期 
(平成12年7月 
～平成12年9月) 

対前期比 
当 期 
(平成13年4月 
～平成13年9月) 

前 期 
(平成12年4月 
～平成12年9月) 

対 前 期 比 

営 業 収 入   %   % 

売 上 高 159,069 148,704 107.0 295,956 287,979 102.8 

特 許 料 収 入 5,715 4,375 130.6 10,467 8,121 128.9 

計 164,784 153,079 107.6 306,423 296,100 103.5 

営 業 利 益 5,408 6,102 88.6 10,569 10,744 98.4 

税 引 前 利 益 3,635 7,325 49.6 8,977 12,243 73.3 

当 期 純 利 益 1,818 3,431 53.0 4,823 6,239 77.3 

       
基 本 的 1 株 当 た り 純 利 益 10 円 10 銭  19 円 08 銭   26 円 79 銭  34 円 71 銭   

希薄化後１株当たり純利益 10 円 10 銭  19 円 06 銭   26 円 79 銭  34 円 69 銭   

 
 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 
   問合せ先：コーポレートコミュニケーション部 ＩＲ室 

         電話     （０３）３４９５－６７７４ 

         ファクシミリ （０３）３４９５－４３０１ 

         Ｅメール    pioneer_ir@post.pioneer.co.jp 
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２．経営方針２．経営方針２．経営方針２．経営方針    
 
  当社は、お客様の満足を経営の中心に位置付け、先進的で、高品質、高い付加価値を持つエレ
クトロニクス製品により、新しいエンタテインメントを創造し、パイオニアグループの企業理念
である「より多くの人と、感動を」共有する企業を目指しております。 
 
  この基本方針の下、当社は平成10年(1998年)８月に中期経営計画として「パイオニア２００５
ビジョン」を策定し、以下の４点の事業目標を定めました。 
 ・ＤＶＤ事業における、リーディングメーカーとしての地位の確立。 
 ・次世代ディスプレイの事業基盤の確立。 
 ・ネットワーク化に対応した事業領域の拡大。 
 ・キーデバイス＆キーテクノロジー型事業の推進。 
  現時点において、ＤＶＤ関連製品、プラズマディスプレイは既に当社の主力商品に成長してお
り、今後もビジョン達成に向けての諸施策を、パイオニアグループ全体で実行してまいります。 
 
  また、利益配分に関しては、配当政策を最重要課題のひとつと認識しており、安定的な配当の
維持継続を念頭におきながら、財務状況や収益に加えて、連結業績、経営環境等を総合的に勘案
して、適正な配当金額を決定しております。内部留保につきましては、今後の事業展開、競争力
や経営・企業体質の強化等に有効活用していく所存であります。 
  なお、当期の中間配当金につきましては、前期と同じく１株につき７円50銭とさせていただき
ました。 
 
当社を取り巻く経営環境は、主要市場である日本、北米、欧州における景気の低迷、主力製品
の価格競争の激化に加え、本年９月の米国同時多発テロの影響により、北米売上の見通しに不透
明感が増しており、厳しい状況が続くものと思われます。 
当社は、このような経営環境の悪化に対応するため、ＤＶＤやプラズマディスプレイ、カーエ
レクトロニクス等の戦略事業に経営資源を集中させております。プラズマディスプレイ事業に関
しては、今後見込まれる需要の増加に向けて静岡工場に第２生産ラインを増設し、本年 10 月に操
業を開始しました。また、従来のモデルよりも高画質の 50 型モデルに加え、新たに 43 型モデル
も導入し、ラインアップの強化に努めます。一方、カーエレクトロニクス事業においては、業界
に先駆けて導入したＨＤＤ（ハードディスクドライブ）搭載のカーナビゲーションが多彩な機能
で好評を博しており、普及価格を実現したＤＶＤカーナビゲーションの新製品とともに、同市場
でのトップシェアの確保を図ります。 
また、収益性の向上に向け、中国での生産拡大を中心に、全世界ベースでの最適生産体制の構
築を推進し、より一層のコストの削減に注力しております。中国では新たに２つの量産工場を稼
働させ、ＤＶＤ関連製品およびカーエレクトロニクス製品等の生産を開始し、また、需要変動の
激しい製品などに対しては、ＥＭＳ（電子機器の製造受託サービス）等のアウトソーシングを必
要に応じて活用してまいります。さらに、キャッシュフロー重視の観点から、在庫削減活動をグ
ループ全体で総合的に推進していく新しい管理体制を組織し財務体質の強化を図ってまいります。 
本年７月には、パイオニアブランドの全世界での強化を目的に世界統一のブランドスローガン
“sound.vision.soul”を導入いたしました。ＤＶＤレコーダー、プラズマディスプレイとカーナ
ビゲーションシステムを新スローガンを具現化する戦略製品として位置付け、新製品を世界市場
に導入するとともに、広告宣伝費を集中的に投下し、ブランドイメージの強化に努めてまいりま
す。 
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３．経営成績３．経営成績３．経営成績３．経営成績    
 
 平成 13年９月 30日に終了した当第２四半期（平成 13 年７月～９月）の連結営業収入（売上高
および特許料収入の合計）は、主に米ドルやユーロに対する円安の影響（前年同期の為替レート
に比べ、対米ドル 11.6％、対ユーロ 9.9％の円安）により、前年同期に比べ 7.6％増収の 164,784
百万円となりました。 
 
 エレクトロニクス事業の売上は、前年同期に比べ 4.1％増収の 144,847 百万円となりました。 
 オーディオ／ビデオ製品の売上は、前年同期に比べ 4.1％増収の 45,604 百万円となりました。
国内におきましては、ＤＶＤプレーヤーおよびＤＶＤレコーダーの売上は増加しましたが、ミニ
コンポーネントの売上が低迷したことに加え、新製品導入を控えたプラズマディスプレイの売上
も減少したことから、国内売上は、前年同期に比べ 7.7％減収の 9,513 百万円となりました。
一方、海外におきましては、北米においてオーディオ／ビデオ製品の売上が、需要減退に伴い引
き続き減少しましたが、円安の効果に加え、欧州においてＤＶＤホームシアターシステムやＤＶＤ
プレーヤーが順調に売上を伸ばし、また、その他地域ではＤＶＤプレーヤーが好調に推移したこ
とから、海外売上は、前年同期に比べ 7.7％増収の 36,091 百万円となりました。 
 カーエレクトロニクス製品の売上は、前年同期に比べ 4.3％増収の62,325百万円となりました。
国内におきましては、一般市販市場向けカーオーディオ製品の売上は減少しましたが、カーナビ
ゲーションシステムの売上が、ＨＤＤ（ハードディスクドライブ）モデルを中心に増加したこと
により、国内売上は、前年同期に比べ 2.0％増収の 21,754 百万円となりました。一方、海外にお
きましては、北米および欧州における一般市販市場向けカーオーディオ製品の売上が競争激化に
より低迷しましたが、為替の円安影響により、海外売上は、前年同期に比べ 5.5％増収の 40,571
百万円となりました。 
 その他の売上は、前年同期に比べ 3.6％増収の 36,918 百万円となりました。国内におきまして
は、パソコンメーカー向けＤＶＤ-Ｒ/ＲＷドライブの売上が好調に推移しましたが、家庭用電話
機とＦＡ機器の売上が減少したことにより、国内売上は前年同期に比べ 3.2％減収の 14,351 百万
円となりました。海外におきましては、北米においてデジタルＣＡＴＶ端末およびＤＶＤ-ＲＯＭド
ライブの売上が減少しましたが、為替の円安影響に加え、パソコンメーカー向けＤＶＤ-Ｒ/ＲＷドラ
イブの売上が海外全体で伸長したこと、さらに欧州においてデジタル衛星放送端末の売上も増加
したことから、海外売上は、前年同期に比べ 8.5％増収の 22,567 百万円となりました。 
 
 映像・音楽ソフト事業の売上は、前年同期に比べ 49.7％増収の 14,222 百万円となりました。
国内におきましては、ＤＶＤソフトの売上が好調だったことから、国内売上は前年同期に比べ
36.6％増収の 8,478 百万円となりました。一方、海外におきましては、アジア地域における光ディ
スク製造装置の売上が大きく増加したことから、海外売上は前年同期に比べ 74.3％増収の 5,744
百万円となりました。 
 
 特許関連事業における特許料収入は、前年同期に比べ 30.6％増収の 5,715百万円となりました。
これは、当四半期に光ディスク関連の特許許諾契約を締結した企業の過去分を含めた特許料収入
を一括計上したことによるものです。なお、この一括計上による増収額を除くと、ＣＤやＤＶＤ
等のデジタル再生機器に関する特許料収入が減少したため、特許料収入全体は減少することにな
ります。 
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 利益面につきましては、営業利益は前年同期に比べ 11.4％減益の 5,408 百万円となりました。
これは、特許料収入の増加、円安による原価率の改善等の好要因はあったものの、中国新工場お
よび静岡工場におけるプラズマディスプレイの新生産ラインでの立上げコストの発生に加え、特
許料、販売促進費等の販売費及び一般管理費が増加したことによります。また、これに加えて、
営業外損益でも為替差損益の悪化などがあったことから、当期純利益は前年同期の 3,431 百万円
に比べ 47.0％減益の 1,818 百万円となりました。 
 基本的 1株当たり純利益は前年同期の 19円 8銭に対し 10円 10 銭、希薄化後 1株当たり純利益
は前年同期の 19 円 6 銭に対し 10 円 10 銭となりました。 
 
 上半期（平成 13 年４月～９月）の連結営業収入は、前年同期に比べ 3.5％増収の 306,423 百万
円となりました。純利益につきましては、前年同期の 6,239 百万円に比べ 22.7％減益の 4,823 百
万円となりました。 
 基本的 1株当たり純利益は前年同期の 34円 71 銭に対し 26 円 79 銭、希薄化後 1株当たり純利
益は前年同期の 34円 69 銭に対し 26 円 79 銭となりました。 
 
 通期の連結業績見通しにつきましては、本年５月に発表しました業績予想を修正し、営業収入
は 680,000 百万円、税引前利益は 23,000 百万円、当期純利益は 11,000 百万円を予定しておりま
す。 
 なお、下半期の為替レートは１米ドル＝120 円、１ユーロ＝108 円を想定しております。 
 
 
注意事項 
  当発表資料中、当社の現在の計画、概算、戦略、判断などの記載、また、その他の既に確定した事実でない記
載は、将来の業績についての見通しに関するものです。これらの見通しは、現在入手可能な情報による当社経営
者の判断にもとづくものです。実際の業績は、さまざまな重要なリスク要因や不確実な要素により、見通しの中
で説明されている業績から大きく異なる可能性もあり、これらの見通しに過度に依存しないようお願いいたしま
す。また、新たな情報、将来の事象、その他の結果にかかわらず、当社が見通しを常に見直すとも限りません。
リスクや不確実な要素には、(1)当社がかかわる市場の一般的な経済情勢、特に消費動向、(2)為替レート、特に
当社が大きな売上、または、資産・負債を計上する米ドル、ユーロ、その他の通貨と円との為替レート、(3)継続
的な新製品導入、急速な技術開発、主観的で変化しやすい消費者の嗜好などに特徴付けられる競争の激しい市場
において、当社が高い評価を得る製品やサービスを継続して設計・開発する能力、(4)当社が事業戦略を成功させ
る能力、(5)事業に影響を与える技術開発の点で、当社が競争、発展し、販売戦略を成功させる能力、(6)当社が
研究開発や設備投資に十分な経営資源を継続して充当する能力、(7)当社と他社との合弁や提携の成功、(8)偶発
事象の結果、などが含まれますが、これらに限るものではありません。さらに、平成 13 年 9 月 11 日に米国で発生
した同時多発テロ、およびこれに付随する将来の出来事から発生する重要かつ予測不可能な影響も含みます。 
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４．企業集団の状況４．企業集団の状況４．企業集団の状況４．企業集団の状況    
 
当社グループの事業は、エレクトロニクス事業、映像・音楽ソフト事業、および特許関連事

業に区分されます。 

各事業の主たる事業内容は下記のとおりです。 

[エレクトロニクス事業] 

オーディオ／ビデオ製品、カーエレクトロニクス製品をはじめ、ＤＶＤ-Ｒ/ＲＷドライブ、

ＤＶＤ-ＲＯＭドライブ、ＦＡ（ファクトリーオートメーション）機器、デジタル放送端末、

ＣＡＴＶ関連機器等のエレクトロニクス製品の製造および販売。 

[映像・音楽ソフト事業] 

ＤＶＤ、ＬＤ、ビデオカセット、ＣＤの制作、製造、販売。 

[特許関連事業] 

光ディスク関連特許の使用許諾。 

 

当社グループにおける生産販売体制は下記のとおりです。 

［生産体制］ 

エレクトロニクス事業については、当社および当社の生産体制と一体となった国内外の製

造子会社が行っております。 

映像・音楽ソフト事業については、国内・海外の子会社が制作・生産を行っております。 

［販売体制］ 

エレクトロニクス事業については、日本での販売は概ね当社が行っております。海外にお

ける現地販売活動は、概ね海外販売子会社が行っておりますが、一部地域には当社より直接

輸出されております。 

映像・音楽ソフト事業については、日本、米国、欧州でそれぞれ主に子会社が販売活動を

行っております。 
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［当社グループの概要図］ 
 <エレクトロニクス部門> 
    

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  <映像・音楽ソフト部門> 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  <特許関連部門> 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上記の生産（制作）会社および販売会社は、当社を除きすべて当社の連結子会社であります。この他に、持株・
統括会社、金融会社、サービス会社等の連結子会社が69社あり、期末日現在の連結子会社数は154社であります。 
上記連結子会社のうち、東北パイオニア(株)が東証２部に上場しております。 

得           意           先 
海          外 国          内 

[販売子会社] 
■北米  Pioneer Electronics (USA) Inc. 
■欧州  Pioneer Europe NV 
■その他 Pioneer Electronics  
           (Singapore) Pte. Ltd. 
他 25社 

[製造子会社] 
■北米  Pioneer Electronics Technology, Inc. 
■欧州  Pioneer Technology Belgium N.V. 
■その他 Pioneer Technology (Malaysia) Sdn. Bhd. 
他 21社 

[製造子会社] 
東北パイオニア(株) 
パイオニア精密(株) 
静岡パイオニア(株) 
日和田電子(株) 
他 15社 

[製造販売子会社] 
Pioneer Electronics Asiacentre Pte. Ltd. 

海          外 国          内 

【凡例】 

         製品の供給  

【凡例】 

        特許権使用許諾 

[企画・制作・販売] 
Pioneer Entertainment (USA) Inc. 
他 2社 

パイオニア(株) 

パイオニアビデオ(株) 

[特許権保有会社] 
Discovision Associates 

[製造(プレス)] 
Pioneer Optical Disc Europe, S.A. 

[企画・制作・販売] 
パイオニアＬＤＣ(株) 
インクリメントＰ（株） 
(株)キューテック 
他 1社 

[製造(プレス)] 

パイオニアビデオ(株) 

得           意           先 

パ イ オ ニ ア (株) 

[製造販売子会社] 
パイオニア 
コミュニケーションズ(株) 
 

【凡例】 

        

 製品の供給 

          

 製造用部品 

  等の提供 

 

海          外 国          内 

得           意           先 

[販売子会社] 
パイオニアモーバイル 

西日本(株) 
他 2社 



【連結】 
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パイオニア株式会社 連結決算（平成 14年 3 月期 第 2四半期および上半期） 
 
１．部門別売上高 （金額単位 百万円） 

第 ２ 四 半 期 上 半 期 

当 期 
(平成13年7月 
～平成13年9月) 

前 期 
(平成12年7月 
～平成12年9月) 

当 期 
(平成13年4月 
～平成13年9月) 

前 期 
(平成12年4月 
～平成12年9月) 

製 品 

金 額 構成比 金 額 構成比 

対 前 
期 比 

金 額 構成比 金 額 構成比 

対 前 
期 比 

  国 内 9,513 6.0 10,304 6.9 92.3 18,258 6.2 20,735 7.2 88.1 
  海 外 36,091 22.7 33,516 22.6 107.7 61,108 20.6 61,850 21.5 98.8 

 オーディオ／ビデオ 45,604 28.7 43,820 29.5 104.1 79,366 26.8 82,585 28.7 96.1 

  国 内 21,754 13.7 21,321 14.3 102.0 47,448 16.0 43,879 15.2 108.1 
  海 外 40,571 25.5 38,444 25.9 105.5 78,619 26.6 76,344 26.5 103.0 

 カーエレクトロニクス 62,325 39.2 59,765 40.2 104.3 126,067 42.6 120,223 41.7 104.9 
  国 内 14,351 9.0 14,823 10.0 96.8 27,255 9.2 28,227 9.9 96.6 
  海 外 22,567 14.2 20,796 13.9 108.5 41,431 14.0 39,615 13.7 104.6 

 そ の 他 36,918 23.2 35,619 23.9 103.6 68,686 23.2 67,842 23.6 101.2 

国 内 45,618 28.7 46,448 31.2 98.2 92,961 31.4 92,841 32.3 100.1 
 
海 外 99,229 62.4 92,756 62.4 107.0 181,158 61.2 177,809 61.7 101.9 

エ レ ク ト ロ ニ ク ス 計 144,847 91.1 139,204 93.6 104.1 274,119 92.6 270,650 94.0 101.3 
 国 内 8,478 5.3 6,205 4.2 136.6 14,309 4.8 10,461 3.6 136.8 
 海 外 5,744 3.6 3,295 2.2 174.3 7,528 2.6 6,868 2.4 109.6 

映 像 ・ 音 楽 ソ フ ト 14,222 8.9 9,500 6.4 149.7 21,837 7.4 17,329 6.0 126.0 

 国 内 54,096 34.0 52,653 35.4 102.7 107,270 36.2 103,302 35.9 103.8 
 海 外 104,973 66.0 96,051 64.6 109.3 188,686 63.8 184,677 64.1 102.2 

合 計 159,069 100.0 148,704 100.0 107.0 295,956 100.0 287,979 100.0 102.8 
 
２．要約連結損益計算書 （金額単位 百万円） 

第 ２ 四 半 期 上 半 期 
科 目 当 期 

(平成 13 年 7 月 
～平成 13 年 9 月) 

前 期 
(平成 12 年 7 月 
～平成 12 年 9 月) 

当 期 
(平成 13 年 4 月 
～平成 13 年 9 月) 

前 期 
(平成 12 年 4 月 
～平成 12 年 9 月) 

営 業 収 入     

売 上 高 159,069 148,704 295,956 287,979 

特 許 料 収 入 5,715 4,375 10,467 8,121 

計 164,784 153,079 306,423 296,100 

営 業 費 用     

売 上 原 価 112,750 106,143 208,023 204,651 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 46,626 40,834 87,831 80,705 

計 159,376 146,977 295,854 285,356 

営 業 利 益 5,408 6,102 10,569 10,744 

営 業 外 収 益 ・ 費 用     

受 取 利 息 887 1,115 2,002 2,259 

為 替 差 損 益 △    967 170 △    834 324 

支 払 利 息 △    867 △  1,107 △  1,752 △  2,174 

そ の 他 ( 純 額 ) △    826 1,045 △  1,008 1,090 

計 △  1,773 1,223 △  1,592 1,499 

税 引 前 利 益 3,635 7,325 8,977 12,243 

税 金 1,644 3,353 3,689 5,072 

少 数 株 主 損 益 △    163 △    518 △    395 △    875 

持 分 法 投 資 損 益 △     10 △     23 △     70 △     57 

当 期 純 利 益 1,818 3,431 4,823 6,239 

% % % % % % 



【連結】 

8 

 

３．要約連結貸借対照表 （金額単位 百万円） 

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部 

科 目 平成 1 3年 9 月 3 0 日 
平成 1 2年 
9 月 3 0 日 

平成 1 3年 
3 月 3 1 日 科 目 平成 1 3年 9 月 3 0 日 

平成 1 2年 
9 月 3 0 日 

平成 1 3年 
3 月 3 1 日 

流 動 資 産    流 動 負 債    

現金・現金同等物 101,946 140,395 121,127 短 期 借 入 金 53,336 80,272 45,567 

有 価 証 券 2,370 1,538 1,598 買 掛 金 53,208 51,891 45,877 

受取手形・売掛金 107,906 99,843 118,778 未 払 法 人 税 等 3,872 4,910 6,008 

棚 卸 資 産 120,832 111,574 94,429 その他の流動負債 81,630 78,453 80,373 

その他の流動資産 56,141 53,263 52,680 計 192,046 215,526 177,825 

計 389,195 406,613 388,612 固 定 負 債 68,547 63,151 71,773 

投 資 ・ 長 期 債 権 29,562 37,330 34,997 少 数 株 主 持 分 18,623 17,511 18,563 

有 形 固 定 資 産 147,533 136,405 139,757 

そ の 他 の 資 産 45,619 32,401 41,790 
資 本 の 部 332,693 316,561 336,995 

合 計 611,909 612,749 605,156 合 計 611,909 612,749 605,156 

 
 

４．連結株主持分計算書 （金額単位 百万円） 

 資 本 金 資 本 準 備 金 連 結 剰 余 金 
その他の包括 
利 益 累 計 額 資 本 の 部 計 

平成 1 2 年 3 月 3 1 日現在 48,452 80,705 219,745 △36,442 312,460 

当 期 純 利 益   18,298  18,298 

そ の 他 の 包 括 損 益    7,791 7,791 

新 株 引 受 権 の 行 使 391 391   782 

新 株 引 受 権 の 発 行  362   362 

配当金(15 円 00 銭／株)   △  2,698  △  2,698 

平成 1 3 年 3 月 3 1 日現在 48,843 81,458 235,345 △28,651 336,995 

当 期 純 利 益   4,823  4,823 

そ の 他 の 包 括 損 益    △ 8,533 △  8,533 

新 株 引 受 権 の 行 使 206 206   412 

新 株 引 受 権 の 発 行  346   346 

配当金(7 円 50 銭／株)   △  1,350  △  1,350 

平成 1 3 年 9 月 3 0 日現在 49,049 82,010 238,818 △37,184 332,693 
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５．要約連結キャッシュ・フロー計算書 （金額単位 百万円） 

第 ２ 四 半 期 上 半 期 

 科 目  当 期 
(平成 13 年 7 月 
～平成13年9月) 

前 期 
(平成 12 年 7 月 
～平成12年9月) 

当 期 
(平成 13 年 4 月 
～平成13年9月) 

前 期 
(平成 12 年 4 月 
～平成12年9月) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

1. 当 期 純 利 益  1,818 3,431 4,823 6,239 

2. 減 価 償 却 費 及 び 償 却 費  7,998 8,117 16,152 16,261 

3. 受取手形・売掛金の(△増加)減少額  △ 4,977 △ 6,184 9,052 2,682 

4. 棚 卸 資 産 の 増 加 額  △   766 △10,032 △28,040 △20,858 

5. 買 掛 金 の 増 加 ( △ 減 少 ) 額  △ 5,259 3,947 7,786 8,764 

6. そ の 他  6,941 8,217 △ 4,812 △ 5,326 

 
営 業 活 動 に よ り も た ら さ れ た 
キ ャ ッ シ ュ ( 純 額 )  5,755 7,496 4,961 7,762 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

1. 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出  △15,833 △10,847 △29,573 △20,808 

2. そ の 他  1,591 273 2,005 1,206 

 投資活動に使用されたキャッシュ（純額）  △14,242 △10,574 △27,568 △19,602 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

1. 短期借入金及び長期債務の増減  6,913 527 6,016 237 

2. 配 当 金 の 支 払  △    73 0 △ 1,349 △   898 

3. そ の 他  117 356 331 649 

 
財 務 活 動 に よ り も た ら さ れ た 
（△使用された）キャッシュ（純額） 

 6,957 883 4,998 △    12 

Ⅳ 現金及び現金同等物の換算差額  △ 1,930 701 △ 1,572 442 

Ⅴ 現金及び現金同等物の純減少額  △ 3,460 △ 1,494 △19,181 △11,410 
   
(注) 1.当社の連結財務諸表は、米国会計基準に基づいて作成されています。 

 2.当期末の連結子会社は 154 社、持分法適用会社は 5社です。 

 

3.包括損益は当期純利益と累積外貨換算調整勘定、未実現有価証券保有損益および最小年金債務調整額の増減額の合

計です。当第 2四半期および前年同期の包括損益は、それぞれ△7,540 百万円および 4,894 百万円でした。 

当上半期および前年同期の包括損益はそれぞれ△3,710 百万円および 4,591 百万円でした。 

当上半期純利益と包括損益との差額は主に累積外貨換算調整勘定および未実現有価証券保有損益の増減によりま

す。 
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６．要約セグメント情報  

①事業の種類別セグメント情報 （金額単位 百万円） 

第 ２ 四 半 期 

 当 期 
(平成13年7月～平成13年9月) 

前 期 
(平成12年7月～平成12年9月) 対 前 期 比 

 営 業 収 入 営 業 利 益 営 業 収 入 営 業 利 益 営 業 収 入 営 業 利 益 

エレクトロニクス事業 145,029 △  1,017 139,386 2,736 
% 

104.0 
% 
- 

映像・音楽ソフト事業 15,645 1,156 10,368 △  967 150.9 - 

特 許 関 連 事 業 6,310 5,575 4,806 4,189 131.3 133.1 

合 計 166,984 5,714 154,560 5,958 108.0 95.9 

消 去 △  2,200 △    306 △  1,481 144 - - 

連 結 164,784 5,408 153,079 6,102 107.6 88.6 

       

上 半 期 

 当 期 
(平成13年4月～平成13年9月) 

前 期 
(平成12年4月～平成12年9月) 対 前 期 比 

 営 業 収 入 営 業 利 益 営 業 収 入 営 業 利 益 営 業 収 入 営 業 利 益 

エレクトロニクス事業 274,501 △   193 271,120 3,796 
% 

101.2 
% 
- 

映像・音楽ソフト事業 24,345 1,016 19,633 △   930 124.0 - 

特 許 関 連 事 業 11,529 9,970 8,992 7,749 128.2 128.7 

合 計 310,375 10,793 299,745 10,615 103.5 101.7 

消 去 △   3,952 △   224 △   3,645 129 - - 

連 結 306,423 10,569 296,100 10,744 103.5 98.4 
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②所在地別セグメント情報 （金額単位 百万円） 

上 半 期 
 当 期 

(平成13年4月～平成13年9月) 
前 期 
(平成12年4月～平成12年9月) 対 前 期 比 

 営 業 収 入 営 業 利 益 営 業 収 入 営 業 利 益 営 業 収 入 営 業 利 益 

日 本 254,189 2,191 243,445 984 
% 

104.4 
% 

222.7 

北 米 98,325 7,233 101,633 9,176 96.7 78.8 

欧 州 60,173 447 55,095 △ 1,013 109.2 - 

そ の 他 115,394 4,242 94,378 2,600 122.3 163.2 

合 計 528,081 14,113 494,551 11,747 106.8 120.1 

消 去 △221,658 △ 3,544 △198,451 △ 1,003 - - 

連 結 306,423 10,569 296,100 10,744 103.5 98.4 

 

 

③海外営業収入（売上高および特許料収入）  （金額単位 百万円） 

上 半 期 
 当 期 

(平成13年4月～平成13年9月) 
前 期 
(平成12年4月～平成12年9月) 対 前 期 比 

 営 業 収 入 構 成 比 営 業 収 入 構 成 比 営 業 収 入 構 成 比 

北 米 95,724 
% 

31.2 100,391 
% 

33.9 
% 

95.4 
% 

△ 2.7 

欧 州 60,071 19.6 56,094 18.9 107.1 0.7 

そ の 他 43,358 14.2 36,313 12.3 119.4 1.9 

海 外 計 199,153 65.0 192,798 65.1 103.3 △ 0.1 

連 結 306,423 100.0 296,100 100.0 103.5 - 
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７．有価証券および投資有価証券 

売却可能有価証券の取得価額、時価および未実現損益は次のとおりです。 

 （金額単位 百万円） 

平成 1 3 年 9 月 3 0 日 平 成 1 2 年 9 月 3 0 日 平 成 1 3 年 3 月 3 1 日  

取得価額 時 価 未実現損益 取得価額 時 価 未実現損益 取得価額 時 価 未実現損益 

売却可能有価証券          

市場性ある株式 9,901 18,903 9,002 9,839 29,165 19,326 9,773 23,658 13,885 

負 債 証 券 2,496 2,439 △    57 1,697 1,621 △    76 1,742 1,679 △    63 

合 計 12,397 21,342 8,945 11,536 30,786 19,250 11,515 25,337 13,822 

 
 

８．デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益 
  各デリバティブ取引における契約額等、時価および評価損益は次のとおりです。 

 （金額単位 百万円） 

平成 1 3 年 9 月 3 0 日 平成 1 2 年 9 月 3 0 日 平成 1 3 年 3 月 3 1 日 
種 類 

契約額等  時 価 評価損益 契約額等  時 価 評価損益 契約額等  時 価 評価損益 

為 替 予 約 取 引 8,453 8,432 △ 21 2,876 2,878 △  2 19,833 20,570 △  737 

通貨オプション取引 2,054 △    2 △  2 924 24 24 3,841 7 7 

通 貨 ス ワ ッ プ 38,862 △  362 △362 31,381 285 285 29,209 2,040 2,040 

合 計 49,369 - △385 35,181 - 307 52,883 - 1,310 
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パイオニア株式会社 単独決算（平成 14 年 3 月期 上半期） 
 
１．製品別売上高 （百万円未満切り捨て） 

当 上 半 期 
(平成13 年4 月～平成13 年9 月) 

前 年 上 半 期 
(平成12 年4 月～平成12 年9 月) 

前 期 
(平成12 年4 月～平成13 年3 月) 製 品 

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

対 前 年 
同 期 比 

金 額 構 成 比 

 国 内 16,816 8.2 % 19,244 9.9 % 87.4 % 47,361 11.9 % 

 輸 出 52,712 25.6  47,351 24.4  111.3  89,317 22.4  

オ ー デ ィ オ ／ ビ デ オ 69,528 33.8  66,596 34.3  104.4  136,679 34.3  

 国 内 47,151 22.9  43,661 22.5  108.0  89,365 22.4  

 輸 出 54,511 26.6  52,660 27.1  103.5  100,760 25.3  

カ ーエレクトロニクス 101,663 49.5  96,322 49.6  105.5  190,125 47.7  

 国 内 9,284 4.5  6,414 3.3  144.8  19,427 4.9  

 輸 出 25,011 12.2  24,961 12.8  100.2  52,323 13.1  

そ の 他 34,296 16.7  31,376 16.1  109.3  71,751 18.0  

 国 内 73,253 35.6  69,320 35.7  105.7  156,154 39.2  

 輸 出 132,235 64.4  124,973 64.3  105.8  242,401 60.8  

合 計 205,488 100.0  194,294 100.0  105.8  398,556 100.0  

 
 
２．要約損益計算書 （百万円未満切り捨て） 

当 上 半 期 
(平成13年4月～平成13年9月) 

前 年 上 半 期 
(平成12年4月～平成12年9月) 

前 期 
(平成12年4月～平成13年3月) 科 目 

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

売 上 高 205,488 100.0 % 194,294 100.0 % 398,556 100.0 % 

売 上 原 価 161,528 78.6  155,720 80.1  319,281 80.1  

販売費及び一般管理費 40,909 19.9  37,341 19.3  76,329 19.2  

営 業 利 益 3,050 1.5  1,232 0.6  2,944 0.7  

営 業 外 収 益 1,217 0.6  1,591 0.8  5,680 1.4  

営 業 外 費 用 1,586 0.8  797 0.4  3,074 0.7  

経 常 利 益 2,681 1.3  2,026 1.0  5,550 1.4  

特 別 利 益          

投資有価証券売却益 10   1,438   2,795   

そ の 他 466   10   807   

特 別 損 失          

投資有価証券評価損           57             277   3,245   

事 業 再 編 整 理 損 －   1,100   1,648   

そ の 他 1,278   531   1,374   

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利益 1,823 0.9  1,566 0.8  2,885 0.7  

法人税、住民税及び事業税 241   60   60   

法 人 税 等 調 整 額 512   462      1,094   

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 1,069 0.5  1,044 0.5  1,730 0.4  

 
  当 上 半 期 前 年 上 半 期 前 期 

(注)  有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 実 施 額 2,897 百万円 3,326 百万円 7,242 百万円 
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３．要約貸借対照表 （百万円未満切り捨て） 

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部 
当上半期 前年上半期 前 期 当上半期 前年上半期 前 期 

科 目 
平成13年9月30日 平成12年9月30日 平成13年3月31日 

科 目 
平成13年9月30日 平成12年9月30日 平成13年3月31日 

流 動 資 産 ( 157,230 ) ( 198,853 ) ( 157,912 ) 流 動 負 債 ( 63,853 ) ( 109,142 ) ( 60,778 ) 

現 金 預 金  4,342   45,531   33,916  買 掛 金  28,734   35,313   25,014  

受取手形・売掛金  36,228   39,272   40,348  一年以内返済予定の 
関係会社長期借入金  －   10,376   －  

有 価 証 券  33,500   39,093   18,529  一年以内償還予定の 
社 債  700   30,750   750  

棚 卸 資 産  31,586   30,556   22,694  未 払 費 用  27,633   25,346   27,149  

そ の 他  51,571   44,399   42,422  そ の 他  6,785   7,355   7,864  

固 定 資 産 ( 221,253 ) ( 225,359 ) ( 219,347 ) 固 定 負 債 ( 34,627 ) ( 27,850 ) ( 33,792 ) 

有 形 固 定 資 産 ( 31,433 ) ( 36,061 ) ( 32,558 ) 社 債  27,692   27,042   27,042  

建 物 ・ 構 築 物  13,345   14,838   13,531  関係会社長期借入金  5,892   －   5,892  

機 械 装 置  6,455   7,298   6,613  そ の 他  1,043   808   858  

工 具 器 具 備 品  6,368   7,054   6,723  負 債 合 計  98,481   136,992   94,571  

土 地  5,158   6,658   5,266  資 本 金 ( 49,048 ) ( 48,832 ) ( 48,842 ) 

そ の 他  105   211   423  法 定 準 備 金 ( 87,419 ) ( 86,894 ) ( 87,041 ) 

無 形 固 定 資 産 ( 6,598 ) ( 6,834 ) ( 6,769 ) 剰 余 金 ( 142,337 ) ( 143,549 ) ( 142,752 ) 

投 資 等 ( 183,222 ) ( 182,463 ) ( 180,019 ) 任 意 積 立 金  140,355   140,355   140,355  

投 資 有 価 証 券  18,178   31,208   23,336  中間(当期)未処分利益  1,981   3,193   2,396  

関 係 会 社 株 式 
 
144,656   143,865   147,399 

 
(うち中間(当期)純利益) ( 1,069 ) ( 1,044 ) ( 1,730 ) 

関 係 会 社 出 資 金  8,410   －   － その他有価証券評価差額金 ( 1,197 ) ( 7,943 ) ( 4,052 ) 

そ の 他  11,976   7,389   9,283 
 
資 本 合 計  280,002   287,220   282,688  

資 産 合 計  378,483   424,213   377,259  負 債 及 び 資 本 合 計  378,483   424,213   377,259  

 
 

  当 上 半 期 前 年 上 半 期 前 期 
(注) 1.有形固定資産の減価償却累計額 93,178 百万円 95,503 百万円 93,302 百万円 
 2.貸倒引当金  223 百万円 361 百万円 291 百万円 
 3.輸出為替手形割引高  175 百万円 172 百万円 31 百万円 
 4.保証債務  2,395 百万円 2,489 百万円 2,465 百万円 
 5.保証予約  12,823 百万円 15,859 百万円 14,068 百万円 
 6.自己株式  0 百万円 42 百万円 8 百万円 
      

 

 

重 要 な 会 計 方 針  

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式－－－移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの－－－－－－－－中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの－－－－－－－－移動平均法による原価法 
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(2)デリバティブ－－－－－－－－－－時価法 

(3)棚卸資産 

製品、材料及び仕掛品－－－－－－総平均法による原価法 

貯蔵品－－－－－－－－－－－－－最終仕入原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産－－－－－－－－－－定率法 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物‥‥‥‥‥‥‥‥‥3～65 年 

機械装置及び工具器具備品‥‥‥‥2～20 年   
 

(2)無形固定資産 
ソフトウェア－－－－－－－－－販売用製品機器組込ソフトウェアについては、関連製品のライフサイクルにお

ける見込販売数量の動向を勘案し、製品群別見込販売可能期間（2 年ないし 3
年）に基づく定額法、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用
可能期間（5年）に基づく定額法によっております。 

その他の無形固定資産－－－－－定額法 

主な耐用年数‥‥‥5年 

３．繰延資産の処理方法 

        社債発行費及び新株発行費は、支出時に全額費用として処理しております。 

４．引当金の計上基準 

貸倒引当金－－－－－－－売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

退職給付引当金－－－－－従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。

当中間期末において、適格退職年金制度については年金資産の額が企業年金制度に係る

退職給付債務に当該企業年金制度に係る未認識会計基準変更時差異及び未認識数理計

算上の差異を加減した額を超えているため、前払年金費用（当中間期末1,385百万円）

として投資その他の資産のその他に含めて貸借対照表に計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（2,318百万円）については、15年による均等額を費用処理

しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしております。 

アフターサービス引当金－販売後の無償サービスに備えるため、当該サービス期間に対応する見積費用を売上高基

準により引当計上しております。 

役員退職引当金－－－－－役員退職慰労金の将来の支出に備え、当社所定の規則に基づく中間期末要支給額を計上

しております。 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、振当処理したものを除き、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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７.ヘッジ会計の方法 

予定取引により将来発生する外貨建営業債権・債務に対する為替予約及び通貨オプションによるヘッジについては

繰延ヘッジ会計を適用しております。 

外貨建借入金に係る通貨スワップによるヘッジについて、振当処理の要件を満たす場合は振当処理を適用しており

ます。 

８．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

有 価 証 券 関 係 

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
  中間貸借対照表計上額 時   価 差   額 

  子 会 社 株 式 3,165 百万円 35,448 百万円 32,283 百万円 

     

 



平成 14年 3月期 中間決算短信(連結)  [米国会計基準] 平成 13年 10月 31日

上   場   会   社   名     パイオニア株式会社 上場取引所  東 大

コード番号      6773 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 執行役員 経理部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　岡 安 秀 喜 TEL (03) 3494 - 1111
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 10月 31日

米国会計基準採用の有無 有

１. 13年 9月中間期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)連結経営成績 (百万円未満四捨五入)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 306,423 3.5  10,569 △ 1.6  8,977 △ 26.7  
12年 9月中間期 296,100 4.0  10,744 95.8  12,243 436.7  
13年 3月期 647,069 33,819 34,193

百万円 ％ 円 銭 円 銭

13年 9月中間期 4,823 △ 22.7  26  79  26  79  
12年 9月中間期 6,239 -  34  71  34  69  
13年 3月期 18,298 101  76  101  70  
(注)①持分法投資損益    13年 9月中間期         △70 百万円   12年 9月中間期         △57 百万円   13年 3月期        △130 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年 9月中間期   180,006,137 株　　　12年 9月中間期   179,734,190 株　　　13年 3月期   179,813,404 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④営業収入、営業利益、税引前利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率を表示しております。

     ⑤1株当たり中間（当期）純利益は米国財務会計基準書第128号に基づいて算出しております。

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

13年 9月中間期 611,909 332,693 54.4 1,847  64  
12年 9月中間期 612,749 316,561 51.7 1,759  79  
13年 3月期 605,156 336,995 55.7 1,873  29  
(注) 期末発行済株式数（連結）　13年 9月中間期   180,063,836 株　　　12年 9月中間期   179,885,230 株　　　13年 3月期   179,894,370 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

13年 9月中間期 4,961 △ 27,568 4,998 101,946
12年 9月中間期 7,762 △ 19,602 △ 12 140,395
13年 3月期 51,241 △ 41,581 △ 46,567 121,127

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  154　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　5　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）3　社  （除外）6　社   持分法（新規）0　社  （除外）0　社

２. 14年 3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　

百万円 百万円 百万円

通　　期 680,000 23,000 11,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               61円    09銭

営  業  収  入 営　業　利　益 税  引  前  利  益

中間(当期）純利益
１ 株 当 た り 中 間
 ( 当 期 ） 純 利 益

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期）純利益

期　 末 　残 　高

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

営  業  収  入 税  引  前  利  益 当　期　純　利　益

現金及び現金同等物営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー



平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 10月 31日

上   場   会   社   名     パイオニア株式会社 上場取引所 東 大

コード番号      6773 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 執行役員 経理部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　岡 安 秀 喜 TEL (03) 3494 - 1111
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 10月 31日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 13年 12月 6日

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)経営成績 （百万円未満切り捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 205,488 5.8  3,050 147.6  2,681 32.3  
12年 9月中間期 194,294 10.1  1,232 -  2,026 -  
13年 3月期 398,556 2,944 5,550

百万円 ％ 円 銭

13年 9月中間期 1,069 2.4  5  93  
12年 9月中間期 1,044 -  5  80  
13年 3月期 1,730 9  62  
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期   180,006,137 株   12年 9月中間期   179,734,190 株   13年 3月期   179,813,404 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率を表示しております。

(2)配当状況

円 銭 円 銭

13年 9月中間期 7  50  
12年 9月中間期 7  50  
13年 3月期 15  00  

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

13年 9月中間期 378,483 280,002 74.0  1,555  01  
12年 9月中間期 424,213 287,220 67.7  1,596  68  
13年 3月期 377,259 282,688 74.9  1,571  41  
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期   180,063,836 株   12年 9月中間期   179,885,230 株   13年 3月期   179,894,370 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 * *
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）                 円     銭

         当社は14年3月期の単独決算業績予想を開示しておりません。

         *14年3月期期末配当金は、業績等を考慮して決定する予定であります。

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期）純利益
１ 株 当 た り 中 間
 ( 当 期 ） 純 利 益

－

総  資  産 株  主  資　本

売   上   高 経　常　利　益

１株当たり
年間配当金

１株当たり
中間配当金

－
－

当　期　純　利　益

株主資本比率
１株当たり
株主資本

１株当たり年間配当金


